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地域における多文化共生推進プラン 

 

１、２ 〔略〕 

 
３．地域における多文化共生の推進に係る具体的な施策 

〔略〕 

(1) 〔略〕 

 

(2) 生活支援 

① 〔略〕 

 

② 教育 

 

ア．学校入学時の就学案内や就学援助制度の多様な言語による情報提

供 

小中学校の入学や学校生活および就学援助制度、その他日本の学

校制度全般について、入学の前段階から外国人住民が有効に活用で

きるよう、多様な言語で周知すること。 

 

イ．日本語の学習支援 

日本語による学習の効果を高めるために、加配教員の配置など正

規の課程内での対応のほかに、ボランティア団体と連携した学習支

援や母語による学習サポートなど課外での補習を行うこと。 

 

ウ．地域ぐるみの取組 

親子間のコミュニケーションギャップ、さらには、保護者と学校

とのコミュニケーションギャップなどが課題となっており、これら

の課題への対応については、学校のみに対応を委ねるのではなくＮ

ＰＯ、ＮＧＯ、自治会、企業等、地域ぐるみの取組を促進すること。 

 

エ．不就学の子どもへの対応  

学校に通っていない、または学校からドロップアウトした不就学

の子どもの実態を把握した上で、外国人の子どもが未来への希望を

持ち、その力を日本の地域社会においても最大限発揮できるような

教育環境の整備を行い、不就学の子どもに対する取組を講じること。 

 

オ．進路指導および就職支援 

外国人生徒の高校・大学進学への進路指導や就職支援に取り組む

こと。 
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カ．多文化共生の視点に立った国際理解教育の推進 

児童生徒を対象として、多文化共生の視点に立った国際理解教育

を推進すること。 

 

キ．外国人学校の法的地位の明確化 

各種学校および準学校法人の認可は都道府県知事の権限とされて

いることから、外国人学校の法的地位の明確化をはかるため、地域

の実情に応じて、各種学校および準学校法人の認可基準の緩和につ

いて検討すること。 

 

ク．幼児教育制度の周知および多文化対応 

保育所とも連携しながら、情報提供に努めるとともに、言語、習

慣面での配慮を行い、外国人の子どもの幼児教育に取り組むこと。 

 

③ 〔略〕 

 

④ 医療・保健・福祉 

 

ア．外国語対応可能な病院・薬局に関する情報提供 

地域に外国語対応が可能な病院や薬局がある場合には、広報誌等

において外国人住民への積極的な情報提供を行うこと。 

イ．医療問診票の多様な言語による表記 

診療時の医療問診票等を多言語表記とし、外国人住民が診療時に

安心して医療を受診できるようにすること。 

 

ウ．広域的な医療通訳者派遣システムの構築 

広域的な医療通訳者派遣システムを構築し、外国人住民にかかわ

る医療通訳者のニーズと、広域に存在する医療通訳者にかかわる人

的資源の効果的なマッチングを図ること。 

 

エ．健康診断や健康相談の実施 

外国人が多数居住する地域の健康診断や健康相談の実施に際して、

医療通訳者等を配置することとし、開催にあたっては多様な言語に

よる広報を行うこと。 

 

オ．母子保健および保育における対応 

多様な言語による母子手帳の交付や助産制度の紹介、両親学級の

開催などを行うとともに、多様な言語による情報提供や保育での多

文化対応を通して、保育を必要とする世帯への支援策を講じること。 
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カ．高齢者・障害者への対応 

介護制度の紹介やケアプラン作成時の通訳者派遣など、多様な言

語による対応や文化的な配慮が求められる場合があることから、そ

の対応方策を検討すること。 

 

⑤、⑥ 〔略〕 

 

(3)、(4) 〔略〕 
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 外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（改訂）  

 
       令 和 元 年 1 2 月 2 0 日 

外国人材の受入れ・共生に関する 

関 係 閣 僚 会 議 

 

※日本語教育、医療の主な関係箇所を抜粋 

 

Ⅰ 基本的な考え方 〔略〕 

Ⅱ 施策 

１ 〔略〕 

 

２ 外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進に向けた取組 

(1)～(3) 〔略〕 

 

(4) 海外における日本語教育基盤の充実等 

【現状認識・課題】 

外国人材に対する需要が高まる中、各国において日本語能力を有する有為な人材

が持続的に輩出されるようにするためには、現地における日本語教育の充実を図

ることが必要であり、日本語能力を適切に測ることのできる試験の実施、適切なカ

リキュラムと教材の開発、日本語教師の育成と現地への専門家派遣等を通じた体

制整備を進める必要がある。 

また、特定技能制度について、適切な情報を国外において広報する必要がある。 

 

【具体的施策】 

○ 日本国内での生活・就労に必要な日本語能力を、外国語能力判定の国際標準を

踏まえつつ確認できるテストとして、国際交流基金において、日本語能力試験の

開発・実施で培った知見を活用して新たに開発したＣＢＴ（Computer Based 

Testing）形式による「国際交流基金日本語基礎テスト（ＪＦＴ－Ｂａｓｉｃ）」

を、人材受入れのニーズ等を踏まえ実施を推進する。〔外務省〕《施策番号 32》 

 

○ 「特定技能」の在留資格に基づく外国人材の受入れに当たって必要となる日本

語教育を現地で効果的に行えるようにするため、国際交流基金が作成した、言語

教育・評価の国際標準に準拠した「ＪＦ日本語教育スタンダード」を活用しつつ、

成人教育を念頭においたカリキュラムと教材の開発及び普及を進める。〔外務省〕

《施策番号 33》 

 

○ 現地語を使いながら日本語を教えることができる現地教師の確保・拡大が不

可欠であることから、日本からの日本語教育の専門家を派遣し、開発したカリキ
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ュラムと教材を活用しつつ、効率的・効果的な日本語教育活動が可能な現地教師

の育成を進める。〔外務省〕《施策番号 34》 

 

○ 各国において外国人が日本語を学べる場を増やすことを目的として、現地の

日本語教育機関の活動に対して支援（教材調達、教師の確保等）するとともに、

現地教師の日本語の会話能力の向上をサポートし、日本語教育の質を上げるた

め、日本人支援要員を養成・派遣し教育機関への巡回指導・支援を行う。〔外務

省〕《施策番号 35》 

 

○ 日本への入国・在留者が増加している東南アジア諸国に加え、他の国々におい

ても、将来にわたって、我が国における生活・就労を希望する外国人材が輩出さ

れるよう、国際交流基金の日本語教育事業を通じて、より多くの国で日本語教育

基盤の強化を図る。〔外務省〕《施策番号 36》 

 

○ 特定技能制度の円滑な運用のため、人材受入れのニーズの高い国の言語による

広報動画及びパンフレットの作成等を行い、送出し国の政府及び関係機関、本件

制度利用希望者に対し、正確かつ効果的な広報を行う。〔法務省、外務省、厚生

労働省〕《施策番号 37》 

 

○ 就労を希望する外国人や外国人の雇用を希望する企業に対して、効果的に特定

技能制度を周知する観点から、在外公館と連携しつつ、海外（地方都市を含む）

において、外国人本人や送出機関等を対象に特定技能制度に係る説明会を分野所

管省庁とともに実施する。 

あわせて、国内においても、地方都市を巡回し外国人本人、受入れ企業等対象

別に説明会を分野所管省庁とともに開催する。〔法務省、外務省〕《施策番号 38》 

 

３ 生活者としての外国人に対する支援 

(1) 〔略〕 

 

(2) 生活サービス環境の改善等 

① 医療・保健・福祉サービスの提供環境の整備等 

【現状認識・課題】 

医療機関を受診する外国人の増加を踏まえ、外国人にとっての医療機関の利便性

の向上等、外国人が安心して医療サービス等を受けることができる環境の整備を図

ることが必要である。他方、外国人に医療費の支払能力がないため医療機関が負担

している場合もあることから、外国人が就労する事業所における民間保険及び訪日

外国人旅行者を対象とする旅行保険への加入も促進する必要があるほか、予防接種

や入国前の健康状態の確認等の感染症対策も進める必要がある。 

あわせて、外国人が生活に困窮した際の相談等の福祉サービスに係る環境の整備

を進めることも必要である。 
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【具体的施策】 

○ 電話通訳及び多言語翻訳システムの利用促進、外国人患者受入れに関するマニ

ュアルの整備、都道府県内の多様な関係者が連携し地域固有の事情を共有・解決

するための対策協議会の設置等を通じて、全ての居住圏において外国人患者が安

心して受診できる体制の整備を進める。〔厚生労働省〕《施策番号 55》 

 

○ 地域の外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関における医療通訳者や医療コ

ーディネーターの配置、院内の多言語化に係る支援等を通じ、外国人患者受入れ

環境の整備を進める。〔厚生労働省〕《施策番号 56》 

 

○ 医療機関における多言語対応のため、外国人患者等の受益者の適切な費用負担

の下、電話通訳の利用促進を図り、全ての医療機関における外国語対応を推進す

る。通訳・翻訳に係る費用を患者に請求できることを知らない医療機関もあるこ

とから、これらの費用を請求することも可能であることを引き続き周知する。〔厚

生労働省〕《施策番号 57》 

 

○ 既に作成済みの「医療通訳育成カリキュラム・テキスト」を必要に応じて改訂

し、医療通訳の養成の促進及び質の向上を図るとともに、「医療通訳認証の実用化

に関する研究」により、医療通訳の質の向上を図る。〔厚生労働省〕《施策番号 58》 

 

○ 都道府県が公表する薬局に関する情報について、現在実施中の調査を踏まえ、

全国統一的な検索サイトを構築し、外国語対応やスマートフォンでの検索への対

応を含め、情報提供の充実を図る。〔厚生労働省〕《施策番号 59》 

 

○ 過去に医療費の不払等の経歴がある外国人観光客に対し、厳格な審査を実施す

ることにより、新たな医療費の不払いの発生を抑止する。 

高額の医療費に係る未収金の発生等を踏まえ、キャッシュレス決済等による医

療費の円滑な支払確保等を推進する。特に、特定技能外国人の受入れに当たって

は、法務省が作成するガイドライン等を周知することにより、特定技能１号外国

人を雇用する事業所に対し、医療通訳雇入費用等をカバーする民間保険への加入

を推奨する。〔厚生労働省（経済産業省）、法務省〕《施策番号 60》 

 

○ 外国人についても、引き続き、予防接種法に基づく定期接種の接種率の向上を

図るとともに、風しんに関する追加的な対策の対象とする。また、我が国に中長

期間滞在することとなる外国人に対し、我が国への入国前に自国において麻し

ん・風しんの予防接種歴等の確認を行うことが望ましい旨を多言語（13 か国語）

で周知するほか、まずは、結核について、適切に入国前のスクリーニングを実施

するなど、感染症対策の取組を進める。〔厚生労働省、法務省、外務省〕《施策番

号 61》 



7 

 

○ 訪日外国人旅行者が、予期せぬ病気やけがの際に、不安を感じることなく医療

等を受け、安全に帰国することができるよう、訪日外国人旅行者自身の適切な費

用負担を前提とした旅行保険への加入を促進する。〔観光庁、金融庁、法務省、外

務省〕《施策番号 62》 

 

○ 外国人子育て家庭や妊産婦が、保育施設、保健・医療・福祉等の関係機関を円

滑に利用できるよう、市町村が実施する「利用者支援事業」における多言語対応

を促進し、外国人子育て家庭からの相談受理、子育て支援に関する情報提供等の

取組について、引き続き推進する。また、保育施設における外国人乳幼児の円滑

な受入れ支援に引き続き取り組む。〔内閣府（子ども・子育て）、厚生労働省〕《施

策番号 63》 

 

(2) ②～⑤ 〔略〕 

 

(3) 円滑なコミュニケーションの実現（日本語教育の充実） 

【現状認識・課題】 

外国人が我が国において生活していく中で、日本語能力が不十分な場合、円滑な

意思疎通が図れず、様々な場面において支障が生じ得る。外国人を日本社会の一員

として受け入れ、外国人が社会から排除されること等のないようにするためには、

より円滑な意思疎通の実現に向け、いわゆる第二言語としての日本語を習得できる

ようにすることが極めて重要であり、そのような観点から、外国人に対する日本語

教育の取組を大幅に拡充し、外国人と円滑にコミュニケーションできる環境を整備

する必要がある。 

 

【具体的施策】 

○ 就労者も含めた地域で生活する外国人に対し生活に必要な日本語教育を行うた

め、その教育内容・方法の標準を定めた「『生活者としての外国人』に対する日本

語教育の標準的なカリキュラム案」や、これに準拠した「教材例集」等の周知や

活用促進を更に実施し、地域の日本語教育の水準向上を図る。 

また、「『生活者としての外国人』に対する日本語教育の標準的なカリキュラム

案」等を活用した、一定の水準を満たした日本語の学習機会が外国人に行き渡る

ことを目指し、地域住民との交流の場としての公民館等の公的施設の活用にも留

意しつつ、「特定技能」の在留資格の創設等を踏まえ、地方公共団体が関係機関等

と有機的に連携し、日本語教育環境を強化するため、国及び地方公共団体の総合

的な体制づくり等、地域における日本語教育を推進するとともに、先進的な取組

を行うＮＰＯ等への支援を実施する。〔文部科学省〕《施策番号 80》 

 

○ 日本語教室空白地域の解消のため､空白地域の地方公共団体に対する教室開設

のためのアドバイザー派遣等の支援を行うとともに､日本語教室の設置が困難な
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地域に住む外国人に対して、生活場面に応じた日本語を自習できるＩＣＴ教材

（14 か国語）を開発し、開発できた言語から順次速やかに提供する。〔文部科学

省〕《施策番号 81》 

 

○ 放送大学において、外国人向けの基礎的な日本語講座のオンライン配信やアー

カイブ放送を全国的に行い、日本語学習の機会を提供する。〔文部科学省〕《施策

番号 82》 

 

○ 我が国を訪れる外国人が日常生活、職場等で使用できる日本語を学習できるよ

う、日本放送協会（ＮＨＫ）が、提供する日本語教育コンテンツについて、対象

言語の拡大や過去のコンテンツの有効利用の促進、ウェブサイトの充実等を進め

る。また、関係機関（在外公館、地方公共団体、教育機関、関係省庁等）におい

て、必要に応じ当該コンテンツの利用拡大に向けて、我が国を訪れる外国人やそ

の受入れ企業等に対し周知を実施する。〔総務省､経済産業省等関係省庁〕《施策

番号 83》 

 

○ 夜間中学は、義務教育を修了していない学齢経過者等の義務教育を受ける機会

を実質的に保障する公立学校であり、平成 31 年４月現在、全国９都府県 27 市区

に 33 校が設置されている。生徒の約８割は外国籍の者が占めており、本国や我

が国において義務教育を十分に受けられなかった者にとって、社会的・経済的自

立に必要な知識・技能等を修得し得る教育機関である。 

このため、義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に

関する法律（教育機会確保法）や第３期教育振興基本計画等に基づき、全ての都

道府県や指定都市に少なくとも一つの夜間中学が設置されるよう新設準備に伴

うニーズの把握や設置に向けた取組の支援、地方公共団体向けの研修会の開催や

広報活動の充実を通じてその促進を図る。また、教員の日本語指導の資質向上、

地域の日本語教室等との連携や日本語教師、日本語指導補助者等の外部人材の活

用等を通じて夜間中学の教育活動の充実等に向けた取組を進める。〔文部科学省〕

《施策番号 84》 

 

○ 日本語の習得段階に応じて、求められる日本語教育の内容及び方法を明らかに

し、外国人が適切な日本語教育を受けられ、評価できるようにするため、「ヨーロ

ッパ言語共通参照枠（ＣＥＦＲ）」を参考にした日本語教育の標準や、日本語能力

の判定基準について検討・作成する。〔文部科学省〕《施策番号 85》 

 

○ 国内外で日本語学習者が増加する中、日本語教育を担う人材の育成が急務とな

っていることから、「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改定

版」（平成 31 年３月文化審議会国語分科会）を踏まえ、就労者等に対する日本語

教師の養成・研修プログラムの改善・充実・普及を一層図るとともに、日本語教

師の資質・能力を証明する新たな資格を整備すること等により、日本語教育全体
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の質の向上を図る。〔文部科学省〕《施策番号 86》 

 

○ 関係省庁・関係機関が連携して日本語教育を総合的に推進していくための会議

の開催や、日本語教育に関するポータルサイト（ＮＥＷＳ）の運用等、日本語教

育の基盤的取組の更なる推進を図る。〔文部科学省〕《施策番号 87》 

 

○ 外国人労働者の就労場面における日本語コミュニケーション能力を定義し評価

できるようにするため、企業のニーズを把握した上で、日本国内で働くことに特

化したツールを作成し、各企業が活用できる「ひな形」として提供する。〔厚生労

働省〕《施策番号 88》 

 

○ 技能実習生が入国前講習、入国後講習、実習期間中等に行う日本語学習として、

実際の現場で使用する語彙や表現を学ぶための e-learning 教材を開発、提供す

る。〔厚生労働省〕《施策番号 89》 

 

(4) 外国人の子供に係る対策 

【現状認識・課題】 

外国人児童生徒に対する教育は、外国人児童生徒の日本における生活の基礎とな

るものであり、その一人ひとりの日本語能力を的確に把握しつつ、きめ細かな指導

を行うことにより、外国人児童生徒が、必要な学力等を身に付けて、自信や誇りを

持って学校生活において自己実現を図ることができるようにしなければならない。 

しかし、公立学校においては、日本語能力を十分に有していないにもかかわらず、

特別の配慮に基づく指導を受けられていない外国人児童生徒が約２割という実態

があり、外国人児童生徒の人数に応じた教員等の数を確保するとともに、教員等の

資質・能力の向上を図ることが必要不可欠となっている。 

また、外国人の高校生等について、学校生活への不適応や学習意欲の低下、生徒

が問題を相談できる体制が不十分であること、生徒自身が将来のビジョンを持てな

いこと等による中退等の課題も存在している。 

 

【具体的施策】 

○ 外国人の妊産婦が、日本において母子保健情報を円滑に入手し活用することで

安心して出産・子育てが出来るように、母子保健の入り口である母子健康手帳を

多言語化し、それを活用した効果的な支援方法等について調査研究を行い、今後、

自治体へ周知する。〔厚生労働省〕《施策番号 90》 

 

○ 保育所保育指針（平成 29 年厚生労働省告示第 117 号）等における保育所等にお

ける外国籍の子どもへの配慮や保育所等から小学校への切れ目のない支援につ

いて、地方公共団体に改めて周知を行い、保育所等において、外国籍家庭等に対

する適切な支援が行われるよう引き続き要請する。また、平成 30年９月 14 日に

公表した「新・放課後子ども総合プラン」における基本的な考え方や学校・家庭
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との連携について、地方公共団体に対して改めて周知し、放課後児童クラブにお

いて、外国人児童に対する適切な対応がなされるよう引き続き要請する。〔厚生労

働省〕《施策番号 91》 

 

○ 調査研究を実施し、外国人比率の高い地方公共団体を中心に、市町村や保育所

等における、外国籍等の子どもやその保護者への配慮に関する取組の収集、ヒア

リング等を行い、地方公共団体における外国籍等の子どもの受入れの支援体制を

把握し、保育所等における外国籍等の子ども・保護者への対応について取組事例

を収集した上で、好事例等の横展開を引き続き行う。〔厚生労働省〕《施策番号 92》 

 

○ 公立学校において、令和８年度には日本語指導が必要な児童生徒 18 人に対して

１人の教員が基礎定数として措置されるよう、公立義務教育諸学校の学級編制及

び教職員定数の標準に関する法律（義務標準法）の規定に基づいた改善を着実に

推進する。また、各地域における関連部署・団体等による支援の状況等も踏まえ

つつ、日本語指導補助者や母語支援員の活用等の指導体制の構築や、日本人と外

国人が共に学び理解し合える授業の実施、きめ細やかな指導を行うための多言語

翻訳システムや遠隔教育といったＩＣＴを活用した支援等、各地方公共団体が行

う外国人児童生徒等への支援体制の整備に対する支援を実施する。その際、母語・

母文化の重要性に配慮するとともに、各地方公共団体におけるＮＰＯや企業等を

含む幅広い主体との連携も促進する。 

また、中央教育審議会において、これら現状の施策を踏まえつつ、増加する外

国人児童生徒等への教育の在り方について検討を進める。〔文部科学省〕《施策番

号 93》 

 

○ 教育委員会・大学等が実施すべき研修内容等をまとめた「モデル・プログラム」

の開発・普及を通じて、日本語初期指導、中期・後期指導、ＪＳＬカリキュラム

による指導等の系統的な日本語指導を実践するための体制を整備し、日本語指導

を担う中核的教師の養成等、外国人児童生徒等教育を担う教員等の資質能力の向

上を図る。また、各地方公共団体における教員等の研修の促進に資するよう、独

立行政法人教職員支援機構における「外国人児童生徒等に対する日本語指導指導

者養成研修」により研修指導者を養成するほか、各地方公共団体が実施する研修

への指導者派遣等を行う取組、同機構が提供する校内研修向けの講義動画の周知

等を行う。 

  あわせて、外国人児童生徒等に対して指導を行う教員や日本語指導補助者の確

保・資質向上について、多様な人材の確保や全国的な研修機会の確保という観点

も踏まえつつ、有効な方策について検討を行う。〔文部科学省〕《施策番号 94》 

 

○ 外国人生徒等の進学状況、中退率、進路状況等に関する実態を踏まえ、中学校・

高等学校において将来を見通した進路指導が提供されるよう、日本語指導の充実、

キャリア教育等の包括的な支援を進める。 
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公立高等学校入試における帰国・外国人生徒等への特別な配慮（ルビ、辞書の

持ち込み、特別入学枠の設置等）について、地域の実情に応じて充実が図られる

ように促す。〔文部科学省〕《施策番号 95》 

 

○ 外国人児童生徒の就学機会が適切に確保されるよう、多言語化にも対応した、

地方公共団体における就学案内の徹底や就学ガイドブックの作成・配布等による

就学促進のための取組、学校外での就学状況も含めた外国人児童生徒の就学実態

の把握に係る取組の促進を図る。 

また、「外国人の子供の就学状況等調査」（令和元年９月）により把握した就学

状況に係る課題の整理や好事例の普及を行うとともに、地域の実情に応じて、外

国人学校、ＮＰＯ等の多様な主体が外国人の子供の学びの受け皿となっているこ

とを踏まえ、これらが地方公共団体と連携し、就学状況の円滑な把握や就学促進

につながるよう支援を充実する。 

さらに、就学に関する情報提供を市区町村の教育委員会が住民基本台帳担当部

署等と連携して行う等、地方公共団体の関係部局や関係機関による一体的な取組

を促進する。〔文部科学省〕《施策番号 96》 

 

○ 日本の義務教育を修了し高校卒業後に就労を希望する外国人の日本社会への定

着が円滑に行われるよう、必要な在留資格の明確化等について関係省庁と共に検

討を行う。〔文部科学省、法務省〕《施策番号 97》 

 

○ 補導の対象となった外国人少年について、非行を防止するため、日本人と同様、

必要に応じて保護者同意の下、継続補導を実施するとともに、大学生ボランティ

ア等と連携し、学習支援活動や居場所づくり活動等に取り組み、外国人少年の健

全育成を図る。〔警察庁〕《施策番号 98》 

 

○ 言語、母国の教育制度や文化的背景や家庭環境に留意し、適切に障害のある外

国人の子供の就学先の決定が行われるよう、地方公共団体への周知を行うととも

に、就学先の相談に当たって多言語化に対応した翻訳システムの活用を推進する。 

特別支援学校等においても、日本語指導補助者や母語支援員等の配置に努める

ほか、特別支援教育、日本語指導の担当教師が、それぞれ日本語指導、特別支援

教育についても学ぶことのできる研修の機会等の充実を図る。 

あわせて、発達障害の可能性のある外国人の児童生徒に対する学校における合

理的配慮の在り方について実践研究を行い、その成果を普及する。また、子育て

や就学に関する相談窓口等について外国人の保護者も対象に分かりやすく積極

的な情報発信に努める。〔文部科学省〕《施策番号 99》 

 

 (5)～(7) 〔略〕 

 

４ 〔略〕 
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①居住 

外国人住民の入居にあたって、敷金や礼金などの日本特有の住慣

習やゴミの処理方法などの地域における生活ルール等、生活習慣の

差異に起因するトラブルが起こりやすい。 

民間住宅に関する情報提供や生活相談への対応、地域全体でのサ

ポートは、地方自治体が直接関わることのできない場面が多く、Ｎ 

ＰＯやその他関連団体との協力により進めていく例が多い。本事例

集では、ＮＰＯや公益財団法人が取り組んでいる先進的な取組を紹

介する。 

 
②教育 

長期間在留する外国人の増加に伴い、外国人の子どもも増加し、学

校教育の問題は喫緊の課題となっている。外国人の子どもに対して

は、日本語教育と教科教育の両方のサポートを考慮する必要がある。

また、外国人の子どもが学校で孤立したり、いじめにあったりして居

場所を失う問題、様々なルーツを持つ子どもたちのアイデンティテ

ィの問題、保護者の不安定な雇用環境に伴う経済問題、さらには保護

者の日本語能力や日本の教育制度への理解が十分でなく、学校と保

護者の間でうまくコミュニケーションが取れないことをはじめとす

る様々な理由により、不就学の子どもが生まれてしまう問題など、そ

の課題や背景は複雑化している。 

これらの課題に対し、外国人の子どもが日本の学校生活に戸惑わ

ずに早期に適応できるようにするため、就学前の子どもを対象に行

う「プレスクール」の取組が注目されている。また、子どもへの支援

には保護者の理解や日本語能力が重要であることから、子どもだけ

でなく保護者も対象とした取組や、子どもの居場所づくりへの取組な

ど、課題解決に向け、各地域の実情に合わせた取組を紹介する。 

 
③労働環境 

多文化共生の推進において、外国人の労働環境の整備は重要な役

割を占めるが、労働環境は雇用主と被用者たる外国人との関係から 
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決まることから、地方自治体やＮＰＯなどの公的団体が直接関わる

機会が少ない。 

人口減少社会においては、産業の現場において外国人が重要なポ

ストに就くようになるなど、その存在が増加する傾向にあると考え

られる。国においても高度人材の活用や技能実習制度の拡充が本格

化する中、日本語能力の低さが就職に支障をきたしたり、職場内で良

好なコミュニケーションをとることができないなど、外国人が新た

に就労するにあたっての課題は未だに多い。 

地域産業の原動力として地域の発展に貢献してもらうことが外国

人のみならず地域社会にとっても重要となっていることを踏まえ、

地方自治体や各団体が行っている外国人住民の就労支援や労働環境

の改善にかかる取組を紹介する。 
 

 

  

④医療・保健・福祉 

「はじめに」でも述べた通り、永住者がこの 10 年で倍増したことに

代表されるように、長期間在留する外国人は近年増加している。これ

に伴い、主な国籍別に見ても、韓国・朝鮮人やブラジル人をはじめ、

高齢化が進んでいる実態がうかがえる（下記参考の通り）。 

これにより、ライフステージが多様化し、入院、出産や子どもの健

康など、外国人住民が日本の医療や福祉サービスの受給者となる場

面が増えている。また、外国人観光客をはじめとする訪日外国人も急

増しており、医療通訳のニーズは大きくなる一方である。 

そこで、外国人住民の医療・保健・介護に関する課題に対する、 

各地の医療・福祉関係機関や地方自治体における取組を紹介する。 

（参考）在留外国人の総数に占める 65 歳以上の世代の変化（括弧内は割合） 

2005 年 2015 年 
全体 110,743 人(5.5%) → 153,735 人(6.9%) 
韓国・朝鮮人 90,265 人(15.1%) → 118,283 人(24.1%) 
ブラジル人 2,440 人(0.8%) → 5,437 人(3.1%) 

中国人 9,988 人(1.9%) → 16,503 人(2.3%) 

（注１）法務省の在留外国人統計（旧登録外国人統計）による。 

（注２）2005 年は外国人登録者数、2015 年は在留外国人数である。 

（注３）2005 年の「中国人」は台湾を含むものであることから、比較上、2015 年についても同じ取扱とした。 

（注４）「韓国人」と「朝鮮人」は、2005 年は「韓国・朝鮮人」として合算して計上されていることから、比較上、2015 年について

も同じ取扱とした。 
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